














































が制定されていた。昭和 21 年（1946 年）11 月
12 日公布の「財産税法」（法律第 52 号）と昭

















　昭和 20 年（1945 年）8 月 15 日の大東亜戦争
の敗戦により、日本経済は混乱を呈し、卸売物
価は同年末までの 4 ヵ月間に約 2 倍になり、翌
















がまとめられていた。昭和 20年 11月 16日には、
連 合 国 軍 最 高 司 令 官 総 司 令 部（General 

















は 9 月に国会に提出された。昭和 21 年 11 月
12 日に「財産税法」（以下、財法と略す）が公































































　調査時期（昭和 21 年 3 月 3 日）後、本法施



















































　なお、昭和 20 年 11 月 15 日以後調査時期（昭

















































































高い 14 段階の超過累進税率であった（財法 23
①）。なお、課税標準額である 10 万円は平成

























再評価額は 37 億円、財産税の納税額は 33 億円






















































































































































　第 37 条の申告期限後または第 38 条の申告期
限後に課税価格が増加した場合には、命令で定













































































































いる）が昭和 24 年 5 月 10 日に来日し、8 月 27
日までの 3 ヵ月間にわたり日本税制を調査・検
討した後、9 月 15 日に『シャウプ使節団日本












































て、昭和 28 年（1953 年）に廃止されている（18）。
また、「富裕税」の税収は、昭和 25 年度に 5 億
1,600 万円、昭和 26 年度に 9 億 6,200 万円、昭


















































































































































































につき「所得税法」（昭和 22 年法律第 27 号）、「相
続税法」（昭和 25 年法律第 73 号）、「資産再評
価法」（昭和 25 年法律第 110 号）、「砂糖消費税
法」（明治 34 年法律第 13 号）、「骨牌税法」（明
治 35 年法律第 44 号）、「酒税法」（昭和 15 年法
律第 35 号）、「物品税法」（昭和 15 年法律第 40
号）、「揮発油税法」（昭和 24 年法律第 44 号）










































　　残存期間が 10 年以下のもの  5％
　　残存期間が 10 年を超え、
















　　残存期間が 50 年を超えるもの 90％
②有価証券の評価
　「証券取引法」（昭和 23 年法律第 25 号）第 2
条第1項と第2項に規定する有価証券の価額は、
証券取引所に上場されている有価証券について













　　　残存期間が 5 年以下のもの 70％
　　　残存期間が 5 年を超え、














　　　25 歳以下の者 11 倍
　　　25 歳を超え、40 歳以下の者  8 倍
　　　40 歳を超え、50 歳以下の者  6 倍
　　　50 歳を超え、60 歳以下の者  4 倍
　　　60 歳を超え、70 歳以下の者  2 倍



















































































































長は「国税徴収法」（明治 30 年法律第 21 号）























制　 定　 目　 的











納 税 義 務 者
調査時期（昭和 21年 3月 3日午前零時）
に財産を所有するすべての個人（命
令で定める外国人を除く）
課税時期（毎年 12 月 31 日午後 12 時）
に財産を所有するすべての個人
財産再評価の時期 昭和 21 年 3 月 3 日午前零時 昭和 25 年・26 年・27 年（毎年 12 月31 日午後 12 時）の 3 回
財産再評価額の 






10 万円（平成 28 年 3 月現在、5,000
万円相当額）
500万円（平成 28年 3月現在、3億 5,000
万円相当額）
税　　　　　 率
25% から 90% の 14 段階による超過累
進税率
0.5% から 3% の 4 段階による超過累
進税率




















































原則」（principle of revenue - neutrality）の観点
から、1.4％よりも低い税率（たとえば、半分
の 0.7％）の設定も考えられる。平成 4 年 4 月
1 日に施行され、「租税特別措置法」（昭和 32
年法律第 26 号）第 71 条により平成 10 年以降
の課税時期から停止されている「地価税法」（平









































































平成 28 年 1 月 1 日に施行されている（24）。また、
平成 24 年税制改正では、その年の 12 月 31 日
において有する国外財産の価額が 5,000 万円を
超える居住者（非居住者を除く）に対し、翌年





納　 税　 義　 務　 者
課税時期（毎年 12 月 31 日午後 12 時）に財産を所有するすべての個人（「富
裕税法」と同じ）
課　税　対　象　資　産 すべての財産（「富裕税法」と同じ）
非　 課　 税　 財　 産
生活用必要動産、学術研究書籍・機械器具等、墓所・祭具等、皇嗣が受
ける物等（「富裕税法」と同じ）





3 億 5,000 万円（「富裕税法」の 500 万円相当額）、5 億円または 15 億円（地
価税法の基礎控除額）
税　　　　　　　 率 1.4%（または 0.7%、固定資産税を残置する場合には 0.3％）の単一税率
納　 付　 方　 法 金銭納付（「富裕税法」と同じ）
納　 税　 期　 間
2 月 1 日から 2 月末日（「富裕税法」と同じ）または 2 月 16 日から 3 月
15 日（所得税の確定申告期間）




































（political and military power）は徳川家、経済力
（economic power）は全国の豪商、宗教的・文化
的権威（religious and cultural authority）は天皇家
に分散していたので、政治的・社会的混乱は極
め て 少 な か っ た（T.E.Cooke and M.Kikuya, 
Financial Reporting in Japan : Regulation, Practice 
and Environment, Blackwell, 1992, pp.152～153．）
（3）　菊谷正人『税制革命』税務経理協会、平成































































る。したがって、昭和21 年8 月頃の10 万円は
平成26 年5 月には5,000 万円に相当する。
　　郵便切手：30 銭→82 円（273 倍）
　　山手線初乗り：20 銭→140 円（700 倍）
　　公衆浴場：70 銭→460 円（657 倍）






























































































（25）　川田 剛『Q & A でわかる 国外財産調書
制度』税務経理協会、平成24 年、2 頁。
　　川田 剛『国外財産調書制度の実務』大蔵財
務協会、平成25 年、4 ～8 頁。
　　5,000 万円を超える国外財産の種類、数量と
価額その他必要な事項を記載した「国外財産
調書」は、平成26 年1 月1 日以後に適用されて
いる。なお、「国外財産調書」の提出義務から除
かれる「非永住者」とは、日本国の国籍を持た
ず、かつ、過去10 年以内に日本国内に住所ま
たは居所を有していた期間が5 年以下である
者である（所得税法第2 条第4 号）。
（26）　菊谷正人、前掲書、124 ～125 頁。
40　　「富裕税法」再導入論
